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令和元年 令和２年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

1.46 1.43 1.43 1.42 1.40 1.38 1.34 1.30 1.28 1.20 1.12 1.10

1.59 1.59 1.58 1.58 1.57 1.57 1.49 1.45 1.39 1.32 1.20 1.11

○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和2年6月分）

令和２年６月の有効求人倍率（季節調整値）は、１．１０倍と前月より０．０２ポイント低下。

有効求人倍率は、６０ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、０．８４倍と前年同月より０．１６ポイント低下。

雇用失業情勢は、求人が求職を上回って推移しているが、求人が減少しており、新型コロナウイルス感染症

が雇用に与える影響に十分注意する必要がある。

・令和2年6月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月より0.02ポイント下回り1.10倍となった。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で2.3％増、前年同月比（原数値）で5.3％増（3ヶ月連続）。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で0.8％増、前年同月比（原数値）で20.9％減（20ヶ月連続）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）0.6％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）9.1％減となった。
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（注）月別の数値は季節調整値

本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比2.3％増加し、有効求人数（同）は前月比0.8％増加したこと
から、前月より0.02ポイント下回り1.10倍となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で0.6％（26人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比5.3％（1,029人）増加し3ヶ月連
続となっている。

新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が13.3％（143人）減、離職者が7.7％（134人）増、無業者が
33.8％（44人）増となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は40.5％（145人）増となっている。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で9.1％（857人）減少となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で20.9％（5,707人）の減少で
20ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中8産業で増加となった。内訳としては、公務、その他が83人（93.3%)増、不動産業、物品賃貸
業が32人（34.4%)増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）が338人（21.3%）減、医療・福祉が255人（9.5%）減、生活関連サービス業、娯楽
業が142人（32.7%)減等（18産業中10産業で減少）となったことから、全体で857人（9.1%）の減少となった。
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有効求人倍率の動き宮 崎

全 国（倍）

宮崎労働局 Press Release

宮崎労働局発表

令和2年7月31日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 大原 竜太
職 業 安 定 課長 山本 浩一
地方労働市場情報官 中山 智子

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

元年 ２年

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和元年 令和２年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

4,792 4,685 4,628 4,628 4,618 4,555 4,546 4,548 4,340 4,541 4,392 4,515

-1.7% -2.2% -1.2% 0.0% -0.2% -1.4% -0.2% 0.0% -4.6% 4.6% -3.3% 2.8%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

令和元年 令和２年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

9,738 9,581 9,726 9,459 9,286 9,187 8,438 8,986 8,303 7,463 8,095 8,427

-2.4% -1.6% 1.5% -2.7% -1.8% -1.1% -8.2% 6.5% -7.6% -10.1% 8.5% 4.1%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
平成３０年 平成31年 令和１年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

2,116 2,116 1,948 2,281 2,038 1,569 1,619 2,096 2,474 2,210 2,139 2,115
令和１年 令和２年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

2,019 1,740 2,020 2,020 1,738 1,505 1,447 1,671 2,339 1,811 1,568 1,837

-4.6% -17.8% 3.7% -11.4% -14.7% -4.1% -10.6% -20.3% -5.5% -18.1% -26.7% -13.1%

平成３０年 平成31年 令和１年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

46.5% 44.3% 43.7% 46.8% 50.3% 48.2% 30.8% 42.3% 48.2% 35.1% 42.6% 46.9%
令和１年 令和２年

７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

42.4% 40.2% 44.9% 44.2% 46.9% 46.3% 29.0% 37.5% 47.8% 29.1% 35.7% 40.5%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

次回公表予定日　令和2年9月１日（火）

就
職
件
数

対前年同月比

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

○【新規求人数】（季節調整値）は、8,427人で4.1％（332人）増加となった。

○【新規求職者数】（季節調整値）は、4,515人で2.8％（123人）増加となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が784（14.1%）減の4,765件となり、就職件数は278件（13.1%）減
の1,837件となった。就職率（対新規求職者）は、6.4ポイント下回って40.5％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、0.84倍となり、前年同月比で0.16ポイント低下した。
（ 正社員有効求人数 10,559人 常用フルタイム有効求職者数12,621人 ）
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

20,532 20,363 － 19,503 5.3 

＊ 19,746 ＊ 19,309 2.3 18,966 －

２ 新規求職申込件数（件） 4,534 4,388 － 4,508 0.6 

21,624 20,970 － 27,331 ▲20.9 

＊ 21,779 ＊ 21,605 0.8 27,976 －

４ 新規求人数　　 　　（人） 8,564 7,321 － 9,421 ▲9.1 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,765 4,098 5,549 ▲14.1 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,837 1,568 2,115 ▲13.1 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 40.5 35.7 46.9 ▲6.4 

８ 充足数  （件） 1,834 1,493 2,049 ▲10.5 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 21.4 20.4 21.7 ▲0.3 

宮崎県 1.10 1.12 ▲0.02 1.48

全 　国 1.11 1.20 ▲0.09 1.61

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人) 　　　※令和元年度（平成31年4月を含む。）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

平成30年度 3,581 4,444 4,200 4,553 4,607 4,331 4,371 4,024 3,774 3,839 3,590 3,462

令和元年度 3,579 4,141 4,034 4,566 4,635 4,596 4,458 4,098 3,935 3,922 3,670 3,726

令和２年度 3,594 4,053 4,652

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.00 0.99 1.51 ▲0.51 

延　岡 1.01 0.98 1.06 ▲0.05 

日　向 0.92 0.83 1.13 ▲0.21 

都　城 1.45 1.44 1.77 ▲0.32 

日　南 0.68 0.71 0.99 ▲0.31 

高　鍋 0.98 0.91 1.15 ▲0.17 

小　林 1.18 1.06 1.48 ▲0.30 

県　計 1.05 1.03 1.40 ▲0.35 

対　前　月 対前年同月
令和2年6月 令和2年5月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

令和元年6月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

前　月　差
(ポイント)

（％） （％）
増減率(差)

令和2年6月 令和2年5月 令和元年6月

季節調整値

令和元年6月

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和2年6月 令和2年5月
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令和2年6月

1.11 1.18 1.58

1.01 1.08 1.31

0.93 0.94 1.21

1.13 1.23 1.62

1.13 1.18 1.54

1.10 1.12 1.48

1.08 1.11 1.35

0.68 0.78 1.19

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

7,856 7,800 7,251

1,546 1,554 1,564

6,876 6,511 9,268

3,005 2,243 3,026

1,536 1,302 1,715

700 555 779

694 528 743

23.1% 23.5% 24.6%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

令和2年6月

令和元年6月

前年比

令和2年6月

令和元年6月

前年比

令和2年6月

令和元年6月

前年比

令和2年6月

令和元年6月

前年比

令和2年6月

令和元年6月

前年比

令和2年6月

令和元年6月

前年比

長　崎

福　岡

令和2年5月
前月差

(ポイント)
令和元年6月

▲0.07

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

▲0.07

▲0.01

佐　賀

熊　本

大　分

▲0.10

▲0.10

▲0.05

前年同月

▲0.02

▲0.03

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 8.3 

２ 新規求職申込件数（件）

令和2年6月 令和2年5月 令和元年6月

３ 月間有効求人数　 （人）

▲1.2 

▲25.8 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

▲0.7 

▲10.4 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

▲10.1 

▲6.6 

８　充足率　　　　　　　（％） ▲1.5 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

401 683 629 578 498 182 2,971

402 664 658 616 449 147 2,936

▲ 0.2% 2.9% ▲ 4.4% ▲ 6.2% 10.9% 23.8% 1.2%

30 929

在職者

129 231 220 191 128

140 271 275 237 127 22 1,072

▲ 7.9% ▲ 14.8% ▲ 20.0% ▲ 19.4% 0.8% 36.4% ▲ 13.3%

離職者

222 421 383 349 347 146 1,868

228 365 362 358 304 117 1,734

▲ 2.6% 15.3% 5.8% ▲ 2.5% 14.1% 24.8% 7.7%

57

事業主都合

30 93 103 102 118 503

21 54 72 88 83 40 358

42.9% 72.2% 43.1% 15.9% 42.2% 42.5% 40.5%

自己都合

186 322 263 238 199 70 1,278

206 304 278 259 184 62 1,293

▲ 9.7% 5.9% ▲ 5.4% ▲ 8.1% 8.2% 12.9% ▲ 1.2%

6 17438 23

34 28 21 21

33.8%47.1% 10.7% 23.8% 81.0% 27.8% ▲ 25.0%

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

18 8 130無業者

50 31 26
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

令和2年6月 令和2年5月 令和元年6月 前 年 同 前 年
 産業別・規模別 月 比 (%) 同 月 差

Ａ.B 農、林、漁業 190             228             208             ▲8.7 ▲18

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 16               23               2                700.0 14
Ｄ 建設業 798 758 812 ▲1.7 ▲14

Ｅ 製造業 738 589 790 ▲6.6 ▲52

食料品製造業 212             201             146             45.2 66

飲料・たばこ・飼料製造業 13               14               64               ▲79.7 ▲51
繊維工業 81               38               92               ▲12.0 ▲11

木材・木製品製造業 98               84               135             ▲27.4 ▲37

家具・装備品製造業 14               2                3                366.7 11

パルプ・紙・紙加工品製造業 5                6                11               ▲54.5 ▲6

印刷・同関連業 11               17               14               ▲21.4 ▲3

化学工業 49               26               65               ▲24.6 ▲16

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0                - 0

プラスチック製品製造業 29               7                18               61.1 11

ゴム製品製造業 4                0                20               ▲80.0 ▲16

窯業・土石製品製造業 30               12               21               42.9 9

鉄鋼業 15               0                6                150.0 9

非鉄金属製造業 0                0                1                ▲100.0 ▲1

金属製品製造業 50               39               50               0.0 0

はん用機械器具製造業 34               33               18               88.9 16

生産用機械器具製造業 24               15               9                166.7 15

業務用機械器具製造業 16               38               17               ▲5.9 ▲1

4                29               11               ▲63.6 ▲7

電気機械器具製造業 29               2                23               26.1 6

情報通信機械器具製造業 4 17 23 ▲82.6 ▲19

輸送用機械器具製造業 10 3 24 ▲58.3 ▲14
その他の製造業 6 6 19 ▲68.4 ▲13

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 4 11 5 ▲20.0 ▲1

Ｇ 情報通信業 171 224 154 11.0 17

Ｈ 運輸業、郵便業 337 321 448 ▲24.8 ▲111

Ｉ 卸売業、小売業 1,065 823 1,047 1.7 18

Ｊ 金融業、保険業 38 54 29 31.0 9

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 125 71 93 34.4 32

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 198 137 326 ▲39.3 ▲128

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 532 400 503 5.8 29

宿泊業 56 53 138 ▲59.4 ▲82

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 292 165 434 ▲32.7 ▲142

Ｏ 教育、学習支援業 154 138 148 4.1 6

Ｐ 医療、福祉 2,421 2,291 2,676 ▲9.5 ▲255

Ｑ 複合サービス事業 64 65 70 ▲8.6 ▲6

Ｒ 1,249 944 1,587 ▲21.3 ▲338
Ｓ.T 公務、その他 172 79 89 93.3 83

8,564 7,321 9,421 ▲9.1 ▲857

5,775 4,636 6,208 ▲7.0 ▲433

1,982 1,695 2,245 ▲11.7 ▲263
610 712 741 ▲17.7 ▲131
111 116 143 ▲22.4 ▲32
70 135 69 1.4 1
16 27 15 6.7 1

求 人 状 況

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人
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正社員の有効求人倍率（原数値）の推移 
参考資料 １ 

○ 正社員有効求人倍率は、０．８４倍と前年同月比で０．１６ポイント低下。 

（資料出所） 宮崎労働局集計 
※数値は原数値。 
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。  
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働 
  者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。 
※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。 

（倍） 

  平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 

1月   0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 

2月   0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.69 0.81 0.97 1.05 0.99 

3月   0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 

4月   0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 

5月   0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 

6月   0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 

7月   0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 

8月   0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 

9月   0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45   0.53  0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 

10月   0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46  0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 

11月 0.43 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47  0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 

12月 0.44 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50  0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 



「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは 
  →実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別  
   の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。 
○  本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍 
   率」が低い傾向がある。 
○  宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.20倍で受理地別の有効求人倍率（1.10倍） 
   より0.10ポイント高い。 
 

   ※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和元年12月以前の数値は、令和2年1月分公表時に 
      新季節指数により改訂されている。 
   ※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。 
   ※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。 
   ※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。    

【参考指標】就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和2年6月） 

（資料出所）宮崎労働局  

    
① 

有効求職者数 
② 

有効求人数 

③ 
就業地別 
有効求人数 

④ 
有効求人倍率 

⑤ 
【参考指標】 
就業地別 

有効求人倍率 

⑥差 

          ②／① ③／① ⑤－④ 

令和元年 

6月 18,966  27,976  30,877  1.48 1.63 0.15  

7月 18,950  27,583  30,605  1.46 1.62 0.16  

8月 18,979  27,233  30,335  1.43 1.60 0.17  

9月 18,884  27,010  30,142  1.43 1.60 0.17  
10月 18,801  26,656  29,818  1.42 1.59 0.17  

11月 18,875  26,516  29,583  1.40 1.57 0.17  

12月 18,759  25,859  28,995  1.38 1.55 0.17  

令和2年 

1月 18,853 25,201 28,141 1.34 1.49 0.15 
2月 19,138 24,789 27,707 1.30 1.45 0.15 

3月 18,857 24,081 26,773 1.28 1.42 0.14 

4月 18,838 22,537 24,874 1.20 1.32 0.12 

5月 19,309 21,605 23,634 1.12 1.22 0.10 

6月 19,746 21,779 23,731 1.10 1.20 0.10 

参考資料 ２ 
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宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について 

～休業対象労働者数が延べ４万人を超えました。 

引き続き県内の事業主の皆様の雇用維持の取組を支援します～ 

 

宮崎労働局（局長 名田 裕）は、このほど新型コロナウイルス感染症の影響を受け

た事業主に対する雇用調整助成金の支給決定状況を、以下のとおり取りまとめました

のでご報告します。 

県内の多くの事業者の雇用維持に向けたご配慮により、雇用調整助成金の利用が広

がっているところであり、宮崎労働局においては、引き続き２週間以内の迅速な支給

決定を目指して取り組みます。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

※ 雇用調整助成金とは、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、

労働者に対して一時的に休業等を行い、労働者の雇用の維持を図った場合、事業主が労働

者に支払った休業手当等の一部（一定の要件を満たす場合は全部）が国によって助成され

る制度です。 

今般、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業主に対する雇用調整助成金につい

て、大幅に助成率の引上げを行うとともに、手続きを簡素化しています。 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部職業対策課 

(担 当)  

職業安定部長      大原 竜太 

職業対策課長      早瀬 幸則 

(電 話) 0985-38-882４ 

【雇用調整助成金の支給申請件数及び支給決定件数】（７月 28 日現在速報値） 

○支給申請件数（①）：3,131 件   

○支給決定件数（②）：2,770 件 

〇支給決定率（②／①）：88.5 ％ 

〇休業対象労働者数（延べ人数）：41,131 人 

※ 全国の支給申請件数（③）：612,347 件 

   支給決定件数（④）：497,344 件 

   支給決定率（④／③）：81.2 ％ 

 

【７月13日～17日に受理（348件）した申請の処理状況】（７月28日現在速報値） 

 〇支給決定を行ったものの平均処理日数：9.0 日（最短処理日数：５日） 

 〇２週間以内の支給決定件数：303 件（87.1％） 

 〇１週間以内の支給決定件数：112 件（32.2％）  

※ ４月に受理した申請（35 件）で支給決定を行ったものの同日数：25.1 日 

※ ５月に受理した申請（452 件）で支給決定を行ったものの同日数：11.2 日 

※ ６月に受理した申請（1,511 件）で支給決定を行ったものの同日数：14.8 日 

※ 平均処理日数は、土日を含めた日数。 

※ 雇用保険被保険者以外の方を対象にした緊急雇用安定助成金を含む。 

宮崎労働局発表 

令和２年７月 31 日 



宮崎労働局発表

令和２年７月31日（金）

令和元年度
総合労働相談並びに個別労働紛争解決制度及び均等３法の施行状況について

～「いじめ・嫌がらせ」に関する相談が８年連続トップ～

宮崎労働局
Press Release

【照会先】
宮崎労働局 雇用環境・均等室
室 長 狭間 美恵
監 理 官 中玉利 浩治
室長補佐 清水 謙一
（電 話）0985(38)8821

宮崎労働局（局長 名田 裕）は、令和元年度における総合労働相談の状況等を別添のと

おり取り纏めました。

➣ 令和元年度における総合労働相談件数は10,935件で、前年度から3.9％増加。

➣ ハラスメントに関する相談は合計1,114件で、前年度から4.5％減少、相談件数の
10.2％を占める。

➣ 民事上の個別労働紛争に関する相談は、「いじめ・嫌がらせ」に関するものが
８年連続トップ。

➣ 令和元年度の「男女雇用機会均等法」、「育児・介護休業法」、「パートタイム労
働法」（均等３法）に関する相談件数は866件で、前年度から10.6％増。

➣ 令和元年度の「男女雇用機会均等法」、「育児・介護休業法」、「パートタイム労
働法」（均等３法）に関する是正指導件数は1,636件で、前年度から2.9%減。

【資料１】

【資料２】

【資料３】
【資料４】
【資料５】

令和元年度 宮崎労働局における法施行状況
～個別労働紛争解決制度の運用状況について～
令和元年度 宮崎労働局における法施行状況
～男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に
関する運用状況について～
パンフレット「職場のトラブル解決サポートします」
パンフレット「職場のトラブルで悩んでいませんか？」
リーフレット「2020年（令和２年）６月１日から、職場における
ハラスメント防止対策が強化されました！」
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令和元年度 宮崎労働局における総合労働相談の状況

～総合労働相談並びに個別労働紛争解決制度及び均等３法の相談状況について～

１ 総合労働相談状況

◆ 総合労働相談件数は10,935件（対前年度比3.9％増）。（図１）（注）
◆ 民事上の個別労働紛争に関する相談は2,698件であり、前年度から2.2％増加しており、
ここ10年で最も多い。

◆ 均等３法に関する相談は866件で、昨年度から10.6％増加している。

図１ 総合労働相談件数の推移

（１）総合労働相談件数の推移

1,456 1,641 1,797 1,597 1,756 2,040 
2,396 2,510 2,287 

2,640 2,698 

1,139 
1,003 

783 866 

8,490 
8,081 

8,767 8,986 8,750 
8,303 

8,835 

9,877 

9,092 

10,525 
10,935 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

民事上の個別労働紛争 均等３法関係 総合労働相談件数

（注）「総合労働相談」：あらゆる労働問題に関する相談にワンストップで対応するための総合労働相談コーナーを設置
し、専門の相談員が対応。なお、平成28年度から、都道府県労働局の組織見直しにより「雇用環境・均等室」が設置さ
れ、これまで「雇用均等室」で対応していた「均等法」、「育介法」、「パート法」（均等３法）に関しても一体的に労
働相談として対応することとなったため、それらの相談件数も計上されている。このため、平成27年度以前とは単純比較
できない。
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令和元年度 宮崎労働局における総合労働相談の状況

～総合労働相談並びに個別労働紛争解決制度及び均等３法の相談状況について～

（２）総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

１ 総合労働相談状況

◆ 民事上の個別労働紛争相談件数2,998件（内訳：民事上の個別労働紛争関係2,698件、育
児・介護ハラスメント等関係300件）のうち、ハラスメントに係る相談件数は1,114件で
あった（対前年度比4.5%減（前年度1,166件））。
民事上の個別労働紛争相談件数のうち37.2％を占めている。（図２）（注）

図２ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

814
(73%)

89
(8%)

57
(5%)

106
(10%)

48
(4%)

いじめ・嫌がらせ

育児ハラスメント・不利益取扱い

妊娠・出産等に関するハラスメント・不利益

取扱い

セクシャルハラスメント

介護ハラスメント・不利益取扱い

1,114
件

（注）「育児ハラスメント」、「妊娠・出産等ハラスメント」、「介護ハラスメント」に関する相談件数には、「妊娠・
出産、育児休業・介護休業等を理由とする解雇、退職強要、雇用形態の変更等不利益取扱いに関する相談」と「上司、同
僚などによる職場環境を害する行為（平成29年１月１日改正男女雇用機会均等法、改正育児・介護休業法による措置）に
関する相談」として寄せられたものを合算している。
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表２ 総合労働相談の内容（ハラスメント関係）

ハラスメントに係る相談の内訳 令和元年度 割合

いじめ・嫌がらせ 814 73%

育児ハラスメント・不利益取扱い 89 8%

妊娠・出産等に関するハラスメント・不利益取扱い 57 5%

セクシャルハラスメント 106 10%

介護ハラスメント・不利益取扱い 48 4%

計 1,114 100%



令和元年度 宮崎労働局における総合労働相談の状況

～総合労働相談並びに個別労働紛争解決制度及び均等３法の相談状況について～

１ 総合労働相談状況

（３）民事上の個別労働紛争（主要相談内容別内訳）

◆ 相談内容別では、「いじめ・嫌がらせ」に関するものが814件（対前年度比0.4%増）で
8年連続トップであり、次いで、7年連続で「自己退職」602件（対前年度比8.5%減）と
なっている。（図３）（注）

図３ 民事上の個別労働紛争件数の推移

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

いじめ・嫌がらせ 306 364 329 333 455 554 716 718 679 811 814

自己都合退職 114 195 210 229 343 402 529 580 555 658 602

解雇 361 353 369 323 257 284 357 315 217 276 268

労働条件の引き下げ 239 240 196 160 155 119 230 254 250 278 261

退職勧奨 129 195 182 232 196 166 214 212 195 230 241
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（注）１回の相談において複数の内容にまたがる相談が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上している。
また、主要相談内容以外に、雇止め、出向・配置転換、懲戒処分、募集・採用、その他に関する相談も含まれるため、合
計数は【図１】に一致しない。
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令和元年度 宮崎労働局における総合労働相談の状況

～総合労働相談並びに個別労働紛争解決制度及び均等３法の相談状況について～

１ 総合労働相談状況

（４）均等３法の相談件数の推移

◆ 男女雇用機会均等法に関する相談は293件（対前年度比29.6%増）。（図４）（注）
◆ 平成29年に法改正のあった育児・介護休業法に関する相談が558件（64.4%）（対前年
度比3.9%増）で、均等３法の相談の中では最も高かった。

図４ 均等３法相談件数の推移
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令和元年度 宮崎労働局における法施行状況

～個別労働紛争解決制度の運用状況について～

１ 個別労働紛争解決制度の運用状況

◆ 個別労働紛争解決制度の助言・指導（注）の申出件数は65件で、昨年度より14件増加
した（対前年度比27.5%増）。（図１）（表１）

図１ 助言・指導申出件数の推移

表１ 助言・指導申出内容の推移

（１）助言・指導の状況

【資料１】

7 (26.0%) 14 (31.2%) 16 (31.3%) 21 (32.3%)

1 (3.7%) 5 (11.1%) 3 (5.8%) 2 (3.1%)

2 (7.4%) 5 (11.1%) 1 (2.0%) 5 (7.7%)

1 (3.7%) 6 (13.3%) 8 (15.7%) 8 (12.3%)

2 (7.4%) 1 (2.2%) 1 (2.0%) 3 (4.6%)

3 (11.1%) 2 (4.4%) 1 (2.0%) 3 (4.6%)

11 (40.7%) 12 (26.7%) 21 (41.2%) 23 (35.4%)

27 (100.0%) 45 (100.0%) 51 (100.0%) 65 (100.0%)
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（注）「助言・指導」：民事上の個別労働紛争について、労働局長が、紛争当事者に対して解決の方向を示すことにより、紛争当
事者の自主的な解決を促進する制度。助言は、当事者の話合いを促進するよう口頭又は文書で行うものであり、指導は、当事者の
いずれかに問題がある場合に問題点を指摘し、解決の方向性を文書で示すもの。（資料３参照）
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◆ 個別労働紛争解決制度の紛争調整委員会によるあっせん（注）の申請件数は64件で、昨
年度より18件増加した（前年度比39.1%増）。（図２）（表２）

◆ 申請内容別では、「いじめ・嫌がらせ」に関するものが34件で最も多かった。

図２ あっせん申請件数の推移

表２ あっせん申請内容の推移

（２）紛争調整委員会によるあっせんの状況
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28年度 29年度 30年度 元年度

いじめ・嫌がらせ

解雇

退職勧奨

自己都合退職

雇止め

配置転換

その他

22 (37.3%) 20 (44.5%) 14 (27.4%) 34 (52.3%)

10 (37.0%) 12 (26.7%) 14 (27.4%) 5 (7.7%)

6 (22.2%) 3 (6.7%) 3 (5.9%) 4 (6.2%)

1 (3.7%) 1 (2.2%) 4 (7.8%) 1 (1.5%)

7 (25.9%) 5 (11.1%) 5 (9.8%) 5 (7.7%)

1 (3.7%) 1 (2.2%) 0 (0.0%) 1 (1.5%)

12 (44.4%) 1 (2.2%) 6 (11.8%) 14 (21.5%)

59 (174.2%) 43 (95.6%) 46 (90.1%) 64 (98.4%)

配置転換

その他

計

いじめ・嫌がらせ

解雇

退職勧奨

自己都合退職

雇止め

28年度 29年度 30年度 元年度

（注）「あっせん」：労働局に設置されている紛争調整委員会のあっせん委員（弁護士など労働問題の専門家）が紛争当事者の間
に入って話合いを促進することにより、紛争の解決を図る制度（資料３参照）
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令和元年度 宮崎労働局における法施行状況

～男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法

に関する運用状況について～

１ 均等３法（均等法、育介法、パート法）の是正指導状況

◆ 均等３法の内訳は、男女雇用機会均等法273件（16.7％）、育児・介護休業法1,010件
（61.7％）、パート法353件（21.6％）（対前年度比2.9%減）。（図１）（表１）

147 
251 282 273 

478 

1,223 
1,052 1,010 325 

301 
351 353 
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1,775 
1,685 1,636 

0
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

28年度 29年度 30年度 元年度

男女雇用機会均等法 育児・介護休業法 パートタイム労働法

図１ 是正指導件数の推移

表１ 是正指導内容の推移

28年度 29年度 30年度 元年度

男女雇用機会均等法 147 (15.5%) 251 (14.1%) 282 (16.8%) 273 (16.7%)

育児・介護休業法 478 (50.3%) 1,223 (68.9%) 1,052 (62.4%) 1,010 (61.7%)

パートタイム労働法 325 (34.2%) 301 (17.0%) 351 (20.8%) 353 (21.6%)

計 950 (100.0%) 1,775 (100.0%) 1,685 (100.0%) 1,636 (100.0%)

（１）均等3法の是正指導件数の状況

【資料２】
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２ 男女雇用機会均等法の施行状況

◆ 相談件数は293件（対前年度比29.6%増）。（図２-１）
◆ 相談内容別にみると、セクシュアルハラスメントが最も多く106件（36.2%）、次いで
「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い」が72件（24.6%）となっている。（表２-１）

図２-１ 相談件数の推移

表２-１ 相談内容の推移

（１）相談の状況
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72 
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3 
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214 
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293 

0

50
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200

250

300

28年度 29年度 30年度 元年度

性差別（募集・採用、配置・昇進、教育

訓練、間接差別等）（第5条～8条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱

い（第9条関係）

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

妊娠・出産等に関するハラスメント（第

11条の2関係）

母性健康管理（第12条、13条関係）

その他

9 (4.2%) 3 (1.3%) 4 (1.8%) 4 (1.4%)

49 (22.9%) 40 (17.0%) 76 (33.6%) 72 (24.6%)

13 (6.1%) 41 (17.4%) 32 (14.1%) 57 (19.4%)

98 (45.8%) 104 (44.3%) 87 (38.5%) 106 (36.2%)

24 (11.2%) 30 (12.8%) 16 (7.1%) 26 (8.9%)

21 (9.8%) 17 (7.2%) 11 (4.9%) 28 (9.5%)

214 (100.0%) 235 (100.0%) 226 (100.0%) 293 (100.0%)

28年度

性差別（募集・採用、配置・昇進、教育訓練、間接差別等）（第5条～8条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（第9条関係）

妊娠・出産等に関するハラスメント（第11条の2関係）

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

母性健康管理（第12条、13条関係）

その他

計

29年度 30年度 元年度
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◆ 是正指導件数は273件（対前年度比3.2%減）（図２-２）
◆ 指導事項の内容は、「妊娠・出産等に関するハラスメント（第11条の2関係）が105件
（38.4%）と最も多く、次いで「母性健康管理（第12条、第13条関係）」の102件
（37.4%）となっている。（表２-２）

図２-２ 是正指導件数の推移

表２-２ 是正指導内容の推移

（２）是正指導の状況
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28年度 29年度 30年度 元年度

性差別（募集・採用、配置・昇進、教育

訓練、間接差別等）（第5条～8条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱

い（第9条関係）

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

妊娠・出産等に関するハラスメント（第

11条の2関係）

母性健康管理（第12条、13条関係）

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

6 (4.1%) 99 (39.5%) 104 (36.9%) 105 (38.4%)

70 (47.6%) 38 (15.1%) 76 (27.0%) 66 (24.2%)

71 (48.3%) 114 (45.4%) 102 (36.1%) 102 (37.4%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

147 (100.0%) 251 (100.0%) 282 (100.0%) 273 (100.0%)

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

母性健康管理（第12条、13条関係）

その他

計

28年度 29年度 30年度 元年度

性差別（募集・採用、配置・昇進、教育訓練、間接差別等）（第5条～8条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（第9条関係）

妊娠・出産等に関するハラスメント（第11条の2関係）
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◆ 紛争解決援助の申立件数は７件。（図２-３）（注１）
◆ 申立事項の内容は、「妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（第９条関係）」が５件
（71.4%）、「セクシュアルハラスメント（第11条関係）」が２件（28.6%）であった。
（表２-３）

◆ 調停申請は２件であった。（表２-４）（注２）

図２-３ 紛争解決援助申立受理件数の推移

表２-３ 紛争解決援助申立受理内容の推移

（３）紛争解決援助及び調停申請受理の状況
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募集・採用（第5条関係）

配置・昇進・雇用形態の変更等（第6条関係）

間接差別（第7条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（第9

条関係）

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

妊娠、出産等に関するハラスメント（第11条の

2関係）

母性健康管理（第12条、第13条関係）

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

3 (42.9%) 2 (22.2%) 0 (0.0%) 5 (71.4%)

4 (57.1%) 4 (44.5%) 1 (100.0%) 2 (28.6%)

0 (0.0%) 1 (11.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

0 (0.0%) 2 (22.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

7 (100.0%) 9 (100.0%) 1 (100.0%) 7 (100.0%)

母性健康管理（第12条、第13条関係）

計

妊娠、出産等に関するハラスメント（第11条の2関係）

募集・採用（第5条関係）

配置・昇進・雇用形態の変更等（第6条関係）

間接差別（第7条関係）

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱い（第9条関係）

セクシュアルハラスメント（第11条関係）

28年度 29年度 30年度 元年度

表２‐４ 調停申請受理内容の推移

30年度

0

元年度

2男女雇用機会均等法調停申請受理件数

28年度

0

29年度

0

12

（注１）「紛争解決の援助」：労働局長が、労働者と事業主の間の紛争について客観的な立場から、当事者双方の意見を
聴取し、双方の意見を尊重しつつ、法律の趣旨に沿って問題解決に必要な具体策を提示（助言・指導・勧告）することに
より紛争の解決を図る制度。（資料４参照）
（注２）「調停申請」：紛争当事者（労働者と事業主）の間に第三者（調停委員）が関与し、当事者双方から事情を聴取
し、紛争解決の方法として調停案を作成し、当事者双方に調停案の受託を勧告することにより紛争の解決を図る制度。
（資料４参照）



３ 育児・介護休業法の施行状況

◆ 相談件数は558件（対前年度比3.9%増）。（図３-１）
◆ 育児関係の相談が371件（66.5%）、介護関係の相談が179件（32.1%）。（表３-１）

図３-１ 相談件数の推移

表３-１ 相談内容の推移

（１）相談の状況
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491 (53.6%) 466 (62.7%) 346 (64.4%) 371 (66.5%)

413 (45.1%) 208 (28.0%) 169 (31.5%) 179 (32.1%)

12 (1.3%) 69 (9.3%) 22 (4.1%) 8 (1.4%)

916 (100.0%) 743 (100.0%) 537 (100.0%) 558 (100.0%)

30年度 元年度

育児休業関係

介護休業関係

その他

計

28年度 29年度
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175 
(47.2%)

101 
(27%)

40 
(11%)

6 
(2%) 49 

(13%)

育児休業関係
育児休業（第5条関係）

育児休業以外（子の看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）、

所定労働時間の短縮措置等（第23条、第24条関係）等）

育児休業に係る不利益取扱い（第10条関係）

育児休業以外に係る不利益取扱い（第16条の4、第16条の10、

第18条の2、第20条の2関係等）

育児休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条関係）

（２）育児関係の相談内訳

371件

175 (47.2%)

101 (27.2%)

40 (10.8%)

6 (1.6%)

49 (13.2%)

371 (100.0%)

育児休業（第5条関係）

育児休業以外（子の看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）、所定労働時間の短縮措置等（第23条、第24条関係）等）

育児休業に係る不利益取扱い（第10条関係）

育児休業以外に係る不利益取扱い（第16条の4、第16条の10、第18条の2、第20条の2関係等）

育児休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条関係）

計

図３ｰ２ 相談件数（育児休業関係）の推移

表３-２ 相談内容（育児休業関係）の推移

◆ 育児関係では、「育児休業」が175件（47.2%）、「育児休業以外（子の看護休暇、所定労働時
間の短縮措置等など）」が101件（27.2%）、「育児休業等に関するハラスメントの防止措置」が
49件（13.2%）の順になっている（図３-２）（表３-２）。
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（３）介護関係の相談内訳

71 (39.7%)

60 (33.5%)

7 (3.9%)

0 (0.0%)

41 (22.9%)

179 (100.0%)

介護休業（第11条関係）

介護休業以外（介護休暇（第16条の5、第16条の6関係）、所定労働時間の短縮等（第23条、第24条関係）等）

介護休業に係る不利益取扱い（第16条関係）

介護休業以外に係る不利益取扱い（第16条の7、第16条の10、第18条の2、第20条の2関係等）

介護休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条関係）

計

71 
(39%)

60 
(33%)

7 
(4%)

41 
(23%)

介護休業関係
介護休業（第11条関係）

介護休業以外（介護休暇（第16条の5、第16条の6関係）、所

定労働時間の短縮等（第23条、第24条関係）等）

介護休業に係る不利益取扱い（第16条関係）

介護休業以外に係る不利益取扱い（第16条の7、第16条の

10、第18条の2、第20条の2関係等）

介護休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条関係）

図３-３ 相談件数（介護休業関係）の推移

表３-３ 相談内容（介護休業関係）の推移

179件

◆ 介護関係では「介護休業」が71件（39.7%）、「介護休業以外（介護休暇、所定労働時間の短縮
等など）が60件（33.5%）、「介護休業等に関するハラスメントの防止措置」41件（22.9%）の順
となっている（図３-３）（表３-３）。
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◆ 是正指導件数は1,010件（対前年度比4.0%減）であり、育児関係は415件、介護関係は519件で
あった。（図３-４）（表３-４）

図３-４ 是正指導件数の推移

表３-４ 是正指導内容の推移

（４）是正指導の状況
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育児関係（育児休業（第5条関係）、子の

看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）

等）

介護関係（介護休業（第11条関係）、介

護休暇（第16条の5、第16条の6関係）

等）

職業家庭両立推進者

232 (48.5%) 419 (34.3%) 438 (41.6%) 415 (41.1%)

169 (35.4%) 740 (60.5%) 526 (50.0%) 519 (51.4%)

77 (16.1%) 64 (5.2%) 88 (8.4%) 76 (7.5%)

478 (100.0%) 1,223 (100.0%) 1,052 (100.0%) 1,010 (100.0%)

28年度 29年度 30年度 元年度

育児関係（育児休業（第5条関係）、子の看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）等）

介護関係（介護休業（第11条関係）、介護休暇（第16条の5、第16条の6関係）等）

職業家庭両立推進者

計
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図３-５ 是正指導件数（育児休業関係）の推移

表３-５ 是正指導内容（育児休業関係）の推移

（５）育児関係の是正指導内訳

47 (20.3%) 85 (20.2%) 70 (16.0%) 62 (14.9%)

42 (18.1%) 42 (10.0%) 34 (7.8%) 31 (7.4%)

36 (15.5%) 35 (8.4%) 30 (6.8%) 21 (5.1%)

44 (19.0%) 36 (8.6%) 27 (6.2%) 26 (6.3%)

20 (8.6%) 16 (3.8%) 15 (3.4%) 14 (3.4%)

36 (15.5%) 41 (9.8%) 36 (8.2%) 33 (8.0%)

0 (0.0%) 43 (10.3%) 146 (33.3%) 135 (32.5%)

7 (3.0%) 121 (28.9%) 80 (18.3%) 93 (22.4%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

232 (100.0%) 419 (100.0%) 438 (100.0%) 415 (100.0%)

休業期間等の通知

計

時間外労働の制限（第17条関係）

深夜業の制限（第19条関係）

所定労働時間の短縮措置等（第23条第1項、第2項関係）

所定労働時間の短縮措置（第24条関係）

休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条）

28年度 29年度 30年度 元年度

育児休業（第5条関係）

子の看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）

所定外労働の制限（第16条の8関係）

◆ 指導事項の内容は、育児関係では、「所定労働時間の短縮措置（第24条関係）」が135件
（32.5%）、「休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条）」が93件（22.4%）、
「育児休業（第5条関係）」が62件（14.9%）となっている。（図３-５）（表３-５）
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休業期間等の通知
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図３-６ 是正指導件数（介護休業関係）の推移

表３-６ 是正指導内容（介護休業関係）の推移

（６）介護関係の是正指導内訳

35 (20.8%) 109 (14.7%) 78 (14.8%) 81 (15.6%)

39 (23.1%) 93 (12.6%) 67 (12.7%) 58 (11.2%)

7 (4.1%) 83 (11.2%) 65 (12.4%) 63 (12.1%)

27 (16.0%) 94 (12.7%) 65 (12.4%) 60 (11.6%)

23 (13.6%) 91 (12.3%) 66 (12.5%) 58 (11.2%)

31 (18.3%) 104 (14.1%) 73 (13.9%) 70 (13.5%)

0 (0.0%) 46 (6.2%) 32 (6.1%) 37 (7.1%)

7 (4.1%) 120 (16.2%) 80 (15.2%) 92 (17.7%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

169 (100.0%) 740 (100.0%) 526 (100.0%) 519 (100.0%)

28年度 29年度 30年度 元年度

介護休業（第11条関係）

介護休暇（第16条の5、第16条の6関係）

所定外労働の制限（第16条の9関係）

時間外労働の制限（第18条関係）

深夜業の制限（第20条関係）

所定労働時間の短縮措置等（第23条第3項関係）

所定労働時間の短縮措置（第24条関係）

休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条）

休業期間等の通知

計

◆ 指導事項の内容は、介護関係は、「休業等に関するハラスメントの防止措置（第25条）」が
92件（17.7%）、「介護休業（第11条関係）」が81件（15.6%）、「所定労働時間の短縮措置等
（第23条第3項関係）」が70件（13.5%）となっている。（図３-６）（表３-６）
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休業期間等の通知
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◆ 育児・介護休業法の紛争解決援助の申立（注１）は３件で、調停申請（注２）は１件であっ
た。（図３-７）（表３-７）（表３-８）

図３-７ 紛争解決の援助申立受理件数の推移

表３-７ 紛争解決の援助申立受理内容の推移

（７）紛争解決の援助、調停の状況

1 1 

3 

2 

1 

3 

0 

3 

0

1

2

3

4

5

28年度 29年度 30年度 元年度

育児関係（育児休業（第5条関係）、子

の看護休暇（第16条の2、第16条の3関

係）等）

介護関係（介護休業（第11条関係）、介

護休暇（第16条の5、第16条の6関係）

等）

1 (100.0%) 3 (100.0%) 0 (0.0%) 2 (66.7%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1 (33.3%)

1 (100.0%) 3 (100.0%) 0 (0.0%) 3 (100.0%)

28年度 29年度

計

30年度 元年度

育児関係（育児休業（第5条関係）、子の看護休暇（第16条の2、第16条の3関係）等）

介護関係（介護休業（第11条関係）、介護休暇（第16条の5、第16条の6関係）等）

表３-８ 調停申請受理件数の推移

1

元年度

育児・介護休業法　調停申請受理件数

28年度 29年度 30年度

0 0 0

19

（注１）「紛争解決の援助」：労働局長が、労働者と事業主の間の紛争について客観的な立場から、当事者双方の意見を
聴取し、双方の意見を尊重しつつ、法律の趣旨に沿って問題解決に必要な具体策を提示（助言・指導・勧告）することに
より紛争の解決を図る制度。（資料４参照）
（注２）「調停申請」：紛争当事者（労働者と事業主）の間に第三者（調停委員）が関与し、当事者双方から事情を聴取
し、紛争解決の方法として調停案を作成し、当事者双方に調停案の受託を勧告することにより紛争の解決を図る制度。
（資料４参照）



４ パートタイム労働法の施行状況

◆ 相談件数は、15件（対前年度比25%減）（図４-１）
◆ 相談内容別に見ると、均等・均衡待遇に関する相談「短時間労働者の待遇の原則（第８条関
係）」、「差別的取扱いの禁止（第９条関係）」、「賃金の均衡待遇（第10条関係）」、「福利厚
生施設（第12条関係）」が6件（40.0%）で最も多く、昨年度とほぼ同数となっている。次いで、体
制整備に関する相談「労働条件の文書交付等（第6条関係）」、「相談のための体制整備（第16条関
係）」、「短時間雇用管理者（第17条関係）」が４件（26.7%）となっている。（表４-１）

図４-１ 相談件数の推移

表４-１ 相談内容の推移

（１）相談の状況
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その他（指針等）

6 (28.6%) 7 (28.0%) 5 (25.0%) 6 (40.0%)

7 (33.3%) 5 (20.0%) 9 (45.0%) 4 (26.7%)

2 (9.5%) 3 (12.0%) 2 (10.0%) 0 (0.0%)

6 (28.6%) 10 (40.0%) 4 (20.0%) 5 (33.3%)

21 (100.0%) 25 (100.0%) 20 (100.0%) 15 (100.0%)

28年度 29年度 30年度 元年度

計

均等・均衡待遇関係（法第8条、9条、10条、11条、12条）

体制整備（法第6条、7条、14条、16条、17条）

正社員転換（法第13条）

その他（指針等）
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◆ 是正指導件数は、397件（対前年度比12.5%増）（図４-２）
◆ 指導の内容は、「労働条件の文書交付等（第6条関係）」が67件（16.8%）と最も多く、次いで
「就業規則の作成手続（第7条関係）」、「措置内容等の説明（第14条第１項関係）」が63件
（15.9%）、「通常の労働者への転換（第13条関係）」が58件（14.6%）となっている。
（表４-２）

◆ 紛争解決援助の申立及び調停申請はなかった。

図４-２ 是正指導件数の推移

表４-２ 是正指導内容の推移

（２）是正指導の状況

84 (25.8%) 82 (25.6%) 96 (27.2%) 67 (16.8%)

1 (0.3%) 11 (3.4%) 3 (0.8%) 63 (15.9%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

10 (3.1%) 10 (3.1%) 7 (2.0%) 18 (4.5%)

0 (0.0%) 4 (1.3%) 1 (0.3%) 19 (4.8%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

74 (22.8%) 55 (17.2%) 67 (19.0%) 58 (14.6%)

71 (21.8%) 55 (17.2%) 70 (19.8%) 63 (15.9%)

0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

51 (15.7%) 46 (14.4%) 57 (16.1%) 33 (8.3%)

34 (10.5%) 38 (11.9%) 50 (14.2%) 32 (8.1%)

0 (0.0%) 19 (5.9%) 2 (0.6%) 44 (11.1%)

325 (100.0%) 320 (100.0%) 353 (100.0%) 397 (100.0%)

賃金の均衡待遇（第10条関係）

教育訓練（第11条関係）

福利厚生施設（第12条関係）

通常の労働者への転換（第13条関係）

措置の内容の説明（第14条第1項関係）

待遇に関する説明（第14条第2項関係）

相談のための体制の整備（第16条関係）

短時間雇用管理者の選任（第17条関係）

計

その他（指針等）

差別的取扱いの禁止（第9条関係）
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くるみん・ユースエール認定通知書交付式の開催決定！！ 

くるみん４社、ユースエール２社の認定企業が誕生！ 

 

宮崎労働局（局長 名田
な だ

 裕
ゆたか

）は、「次世代育成支援対策推進法」、「青少年の雇用の促進

等に関する法律」に基づき、下記企業に認定を行いました。 

 

くるみん認定企業    ①宮崎センコーアポロ株式会社（令和２年４月 16 日認定） 

②社会福祉法人ひまわり会（令和２年４月 22 日認定） 

            ③医療法人養気会池井病院（令和２年５月 11 日認定） 

            ④株式会社丸正フーズ（令和２年６月 23 日認定） 

 

ユースエール認定企業  ⑤社会福祉法人敬和会（令和２年１月 23 日認定） 

            ⑥九州北清株式会社（令和２年５月 20 日認定） 

 

つきましては、下記のとおり認定通知書交付式を行います。 

 

 

くるみん・ユースエール認定通知書交付式 

 

  【日 時】 令和２年８月６日（木）  午前 10 時 00 分～ 

【場 所】  ホテルメリージュ 鳳凰の間 

（宮崎市橘通東 3丁目 1番 11 号） 

  【参加企業】 ①④⑤⑥ 

【内 容】 ・局長あいさつ 

・認定通知書の交付 

      ・記念撮影    

      

※ 取材連絡について 

    報道各社におかれましては、当日の写真撮影及び交付式終了後の認定企業への 

    取材は可能です。取材の際はご一報お願い致します。 

宮崎労働局発表 

令和２年７月 31 日 

宮崎労働局 Press Release 

【照会先】 

  (くるみん)         (ユースエール) 

雇用環境・均等室      職業安定部職業安定課 

室  長 狭間 美恵    職業安定部長 大原 竜太 

監 理 官  中玉利 浩治   職業安定課長 山本 浩一 

室長補佐 清水 謙一 

（電話） 0985-38-8821    (電話) 0985-38-8823 

 



 
 
※1 次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん認定」とは… 

 

次世代育成支援対策推進法は、次世代の社会を担うすべての子どもが 

健やかに生まれ育成される環境整備を図るための法律です。企業は、 

仕事と家庭の両立を支援するための雇用環境整備や多様な労働条件 

整備に取り組むために「一般事業主行動計画」を策定することになって 

います。 

行動計画に定めた目標を達成するなど、一定の基準を満たした企業 

は、申請により「子育てサポート企業」として、厚生労働大臣の認定 

を受けることができます。    

なお、認定マークの星は認定回数に応じて付与されます。今回、宮崎センコーアポロ株式会社、  

社会福祉法人ひまわり会、医療法人養気会池井病院は１回目のくるみん認定のため、星が 1 つ付与

されています。株式会社丸正フーズは３回目のくるみん認定のため、星が３つ付与されています。  

 

 

※2 青少年雇用の促進法等に関する法律に基づく「ユースエール認定」とは… 

   

  厚生労働省では、「青少年の雇用の促進等に関する法律 

（通称：若者雇用促進法）」に基づき、若者の採用・育成に積極的で、 

離職率・有給休暇取得実績などが一定水準を満たしており、 

若者の雇用管理の状況などが優良な中小企業を認定する制度を 

平成 27年 10 月から実施しています。 

今後、認定を受けた企業に対して労働局・ハローワークでは、 

認定企業の情報発信を後押しすることなどにより、企業が求める 

人材の円滑な採用を支援し、若者とのマッチング向上を図っていきます。 

 

 

－参考資料－ 

 １「くるみん」認定企業 

(１) 宮崎センコーアポロ株式会社の取組状況 

(２) 社会福祉法人ひまわり会の取り組み状況 

(３) 医療法人養気会池井病院の取り組み状況 

(４) 株式会社丸正フーズの取組状況 

２「ユースエール」認定企業  

（１） 社会福祉法人敬和会の取組状況 

（２） 九州北清株式会社の取組状況 

 ３ 宮崎労働局におけるくるみん認定企業名簿 

 ４ くるみん認定基準 

 ５ 宮崎労働局におけるユースエール認定企業名簿 

 ６ ユースエール認定基準 

 



 
 

資 料 1（１）  

宮崎センコーアポロ株式会社 

所在地  ： 宮崎県延岡市 

事業内容 ： 運輸業、郵便業 

代表者  ： 田中 潤一 

労働者数 ： 326 名 （男性 257 名、女性 69 名） 

認定回数 ： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  平成 28 年 4 月 1 日～令和２年３月 31 日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 平成 30 年３月までに全従業員の１か月平均所定労働時間を 16 時間未満とする。 

② 男性の育児休業の取得を促進強化する。 

③ 子供が、保護者である社員の働いているところを実際に見ることができる『子ども参観日』

を実施する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 全１８事業所における所定外労働の発生状況と要因を把握し、各部署において問題点

の検討会議を実施。管理職対象の時短委員会にて説明し、意識改革を図る。結果、平

成 30 年３月の管理監督者を除く全従業員の 1 か月の平均所定外労働時間は 15 時間

45 分となった。 

② 男性の育児休業を促進するチラシを作成し、各事業所に掲示し取得促進を図った。                                                         

③ 『子ども参観日』の案内チラシを作成、掲示し、従業員へ周知。実施後は子共、社員に

アンケート調査を実施、次回開催に向けて改善点の検討を行った。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

 ＜男性＞ 育児休業利用者 １名 (出産した配偶者 11 名、育児休業取得率９％) 

 ＜女性＞ 育児休業利用者 １名 (出産した女性労働者１名、育児休業取得率 100％) 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）小学校就学前の子どもを育てる労働者のための措置 

①小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、所定労働時間の短縮

措置を講じている。 

 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

 ①年次有給休暇の取得促進のための措置として、高校就学卒業期間までの子供の入園

式・卒業式等の学校行事への参加のために取得できるキッズディ休暇を設定している。 

 



 
 

資 料 1（２）  

社会福祉法人ひまわり会 

所在地  ： 宮崎県日向市 

事業内容 ： 医療、福祉 

代表者  ： 森迫 建博 

労働者数 ： 324 名 （男性 50 名、女性 271 名） 

認定回数 ： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  平成 28 年 4 月 1 日～令和２年３月 31 日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 育児短時間勤務制度をより周知する。 

② １名以上の男性の育児休業取得を目指す。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 全従業員に対して、育児短時間勤務制度の内容について文書配布により周知した。ま

た育児介護休業等に関する規則についても掲示により周知した。 

② 管理職を対象に、育児介護休業制度についての研修会を実施した。                                                         

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

 ＜男性＞ 育児休業利用者 １名  (出産した配偶者 10 名、育児休業取得率 10％) 

 ＜女性＞ 育児休業利用者 25 名 (出産した女性労働者 25 名、育児休業取得率 100％) 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）小学校就学前の子どもを育てる労働者のための措置 

①小学校３年生までの子を養育する労働者について、所定労働時間の短縮措置を講じて

いる。 

 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

 ①所定外労働の削減のための措置として、ノー残業デーを設定している。 

 



 
 

資 料 1（３）  

  医療法人養気会池井病院 

所在地  ： 宮崎県小林市 

事業内容 ： 医療、福祉 

代表者  ： 池井 義彦 

労働者数 ： 206 名 （男性 46 名、女性 160 名） 

認定回数 ： 1 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  平成 27 年 4 月 1 日～令和２年３月 31 日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 所定労働時間の削減のための措置を実施する。 

② 育児介護休業法に基づく育児休業等、雇用保険法に基づく育児休業給付、労働基準法

に基づく産前産後休業などの諸制度を周知する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 平成 28 年３月に電子カルテシステムを導入し業務効率改善を図り、所定労働時間を削

減した。（年間平均残業時間：平成 27 年度→6.67h、平成 30 年度→5.64h、平成 31 年度

→5.56h） 

② 育児休業取得（予定）者に対して、産休・育休時の手続きの流れを示したフローチャート、

必要書類等をメールにて配布した。全従業員に対しても産前産後・育児休業制度等につ

いてメールにて周知を図った。 

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

 ＜男性＞ 育児休業利用者 4 名  (出産した配偶者 10 名、育児休業取得率 40％) 

 ＜女性＞ 育児休業利用者 41 名 (出産した女性労働者 43 名、育児休業取得率 95％) 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）小学校就学前の子どもを育てる労働者のための措置 

①小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、育児のための所定外

労働の制限措置を講じている。 

 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

  ①年次有給休暇の取得促進のための措置として、年次有給休暇の時間単位での取得を

可能にする。また、職員の健康増進・プライベートの充実を図るため、所定休日を増やす。  

  

 



 
 

資 料 1（４）  

株式会社丸正フーズ 

所在地  ： 宮崎県えびの市 

事業内容 : 製造業 

代表者  ： 石田 貴也 

労働者数 ： 191 名 （男性 117 名、女性 74 名） 

認定回数 ： 3 回目 

  

１ 一般事業主行動計画 

（１）計画期間  平成 29 年 3 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

（２）行動計画の目標の内容 

① 子の看護休暇の取得を促進する。 

② 妊娠中や産休・育休復帰後の社員のための相談窓口を設置する。 

 

２ 目標に対する取組結果  

① 子の看護休暇の制度内容ついてのチラシを作成し、掲示板にて全労働者へ周知し取得

促進を行った。 

・平成 28 年度の取得日数：26 日、取得人数 5 名（男女含む） 

・令和 元年度の取得日数：47 日、取得人数 11 名(男女含む) 

② 相談窓口の設置に関して、社内で検討後担当者を選任。その後相談窓口の設置につい

てのチラシを作成し、掲示板にて全労働者へ周知を行った。                                                    

 

３ 計画期間中の育児休業等の取得者数 

 ＜男性＞ 子の看護休暇制度利用者 2 名 （1 歳未満の子のために利用した場合を除く） 

 ＜女性＞ 育児休業利用者 4 名 (出産した女性労働者 5 名、育児休業取得率 80％) 

 

４ その他の認定基準達成状況 

（１）小学校就学前の子どもを育てる労働者のための措置 

①小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者について、所定労働時間の短縮

措置を講じている。 

 

（２）働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置 

  ①年次有給休暇の取得の促進のための措置として、閑散期に交代で有給休暇を取得させ

る。また時間単位有給休暇の情報提供を行う。 
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・何事にも向上心を持って取り組める方

5 2

－ －

3 2

－

募集状況

メッセージ

JR油津駅から車で10分

求める人材像

会社からの

採用情報

2020年07月22日更新

会社情報

事業内容

※３　当該年度に採用した者のうち、直近３事業年度に離職した者の数
※２　※１以外の者で、直近３事業年度において正社員として採用した35歳未満の者

※４　非正規労働者の採用状況、有給休暇取得状況、所定外労働時間実績についての自由記述欄

※１　直近３事業年度において正社員として採用した新規学校卒業者、及び新規学校卒業者と同等の処遇を行う既卒者
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研修制度

NNMBCS
テキストボックス
資料２（１）



○基礎データ

○働き方データ

○募集・定着状況

人材育成のための制度

見学等受入れ

名 名名 名名

名名 名名 名名

従業員数

廃棄物焼却リサイクル事業
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ため」行動指針「ずるするな！させるな！見逃すな
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らうことを目指しています。
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社内がアットホームな環境なので皆仲良く仕事をして
います。仕事以外でも、旅行やバーベキュー等楽しい
イベントがあり、部署の垣根を超えて社員間の交流を
深めることができます。環境保護を通して、社会に貢
献できるという魅力があります。

○何事にも一生懸命取り組める方　○現状に甘んじる
ことなく、常に成長心を持てる方　○共に働く仲間を
大切に思い、互いの成長を支え合える方

0 2

社員やその家族が安心して働ける職場環境づくりに取り
組んでいます。職場見学、随時受付けていますのでお気
軽にお問合せ下さい。
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募集状況

メッセージ

宮交 山之口原ﾊﾞｽ停徒歩10分

求める人材像

会社からの

採用情報

2020年07月27日更新

会社情報

事業内容

※３　当該年度に採用した者のうち、直近３事業年度に離職した者の数
※２　※１以外の者で、直近３事業年度において正社員として採用した35歳未満の者

※４　非正規労働者の採用状況、有給休暇取得状況、所定外労働時間実績についての自由記述欄

※１　直近３事業年度において正社員として採用した新規学校卒業者、及び新規学校卒業者と同等の処遇を行う既卒者

をご利用ください。
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資料２（２）

NNMBCS
テキストボックス
仕事と家庭の両立応援宣言登録制度



(R2.6月末時点）

認定件数 業種 所在地（市町村） 認定年

1  医療法人　和敬会 医療、福祉 西臼杵郡高千穂町 2007年

2  株式会社　宮崎銀行 金融業、保険業 宮崎市 2011年・2014年・2019年

3  医療法人　久康会 医療、福祉 延岡市 2011年・2015年

4  国立大学法人　宮崎大学 教育・学習支援業 宮崎市 2013年

5  株式会社　丸正フーズ 製造業 えびの市 2014年・2017年・2020年

6  宮崎交通　株式会社 運輸業、郵便業 宮崎市 2014年

7  学校法人　南九州学園 教育・学習支援業 宮崎市 2014年

8  株式会社　旭化成アビリティ
サービス業

（他に分類されないもの） 延岡市 2014年

9  株式会社　悠　隆 医療、福祉 延岡市 2014年

10  社会福祉法人　宮崎福祉会 医療、福祉 宮崎市 2015年

11  医療法人　如月会 医療、福祉 宮崎市 2015年

12 医療、福祉 都城市 2015年、2019年

13 医療、福祉 宮崎市 2015年

14 運輸業、郵便業 宮崎市 2015年、2019年

15 清掃業・ビルメンテナンス 日向市 2015年

16 医療、福祉 延岡市 2015年・2018年

17 医療、福祉 延岡市 2015年

18 情報通信業 宮崎市 2015年、2019年

19 情報通信業 宮崎市 2015年

20 医療、福祉 小林市 2015年

21 医療、福祉 宮崎市  2016年、2020年

22 医療、福祉 宮崎市  2018年

23 コールセンター業 宮崎市  2018年

24 医療、福祉 都城市  2018年

25 技術サービス業 宮崎市  2018年

26 建設業 延岡市 2018年

27 丸栄宮崎　　株式会社 製造業 宮崎市 2019年

28 医療法人　岡田整形外科 医療、福祉 宮崎市 2019年

29 株式会社　岡﨑組 建設業 宮崎市 2019年

30 運輸業、郵便業 延岡市 2020年

31 社会福祉法人　ひまわり会 医療、福祉 日向市 2020年

32 医療法人養気会　池井病院 医療、福祉 小林市 2020年

33 えびの電子工業　株式会社 製造業 えびの市 2020年

株式会社　宮崎日日新聞社

株式会社　フェニックスシステム研究所

医療法人社団静雄会　藤元上町病院

ＡＫＭテクノロジ株式会社　

　　（宮崎労働局における次世代法に基づく認定企業名簿）

株式会社　ソラシドエア

株式会社　グローバル・クリーン

社会福祉法人　愛育福祉会

医療法人　建悠会

企業名

 社会福祉法人　 常陽社会福祉事業団

 医療法人社団　高信会

日新興業株式会社

株式会社　アイネットサポート宮崎

社会福祉法人　ときわ会

有限会社　ケアプロジェクト

医療法人社団栄正　慈英病院

宮崎センコーアポロ　株式会社

認定企業数 33社 （内、6社2回、2社3回認定）くるみん認定企業一覧

資料 3



認定企業数　1社

認定件数 業種 所在地（市町村） 認定年

1 医療・福祉 宮崎市 2020年有限会社　ケアプロジェクト

企業名

プラチナくるみん認定企業一覧



１．雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な一般 １～４ 改正くるみん認定基準１～４と同一。

事業主行動計画を策定したこと。

５．男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと

２．行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。 ① 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性

労働者に対する育児休業等を取得した者の割合が１３％以上

３．行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。 ② 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性

労働者に対する育児休業等を取得した者及び育児休業等に類似

４．平成２１年４月1日以降に策定・変更した行動計画を公表し、労働者への周知 した企業独自の休暇制度を利用した者の割合が３０％以上、

を適切に行っていること。 かつ、育児休業等を取得した者が１人以上いること。

５．男性の育児休業等取得について、次の①又は②を満たすこと ＜従業員300人以下の企業の特例＞

① 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する 計画期間内に男性の育児休業等取得者又は育児休業等に類似した

育児休業等を取得した者の割合が７％以上であること 企業独自の休暇制度の利用者がいない場合でも、改正くるみん

② 計画期間において、男性労働者のうち、配偶者が出産した男性労働者に対する 認定の５.の①、②、④もしくは「計画の開始前３年間に、

育児休業等を取得した者及び育児休業等に類似した企業独自の休暇制度を利用した者 育児休業等を取得した男性労働者の割合が１３％以上」の

の割合が15％以上であり、かつ、育児休業等をした者の数が１人以上いること いずれかに該当すれば基準を満たす。

＜労働者数300人以下の企業の特例＞ ６・７・８ 改正くるみん認定基準６・７・８と同一。

計画期間内に男性の育児休業等取得者又は育児休業等に類似した企業独自の

休暇制度の利用者がいなかった場合でも、①～④のいずれかに該当すれば基準を満たす。 ９．改正くるみん認定基準の９.の①～③すべてに取り組み、①又は

① 計画期間内に、子の看護休暇を取得した男性労働者がいること ②について数値目標を定めて実施し、達成すること。

（１歳に満たない子のために利用した場合を除く）。

② 計画期間内に、子を育てる労働者に対する所定労働時間の短縮措置を利用した １０．計画期間において、

男性労働者がいること。 ① 子を出産した女性労働者のうち、子の１歳誕生日に在職（育休

③ 計画の開始前３年以内の期間に、育児休業等を取得した男性労働者の割合が 中を含む）している者の割合が９０％以上

７％以上であること。 ② 子を出産した女性労働者及び子を出産する予定であったが退職

④ 計画期間内に、小学校就学前の子を育てる男性労働者がいない場合において、 した女性労働者のうち、子の１歳誕生日に在職（育休中を含

中学校卒業までの子又は小学校就学前の孫についての子育てを目的とした む）している者の割合が５５％以上のいずれかを満たすこと。

企業独自の休暇制度を利用した男性労働者がいること。 ＜従業員300人以下の企業の特例＞

上記１０の①又は②に該当しない場合でも、計画期間とその開始

６． 計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、75％以上であること。 前の一定期間（最長３年間）を併せて計算し①又は②を満たせば、

基準を満たす。

＜従業員300人以下の企業の特例＞

上記６.を満たさない場合でも、計画期間とその開始前の一定期間（最長３年間）を １１．育児休業等を取得し又は子育てをする女性労働者が就業を継続

合わせて計算したときに、女性の育児休業等取得率が７５％以上であれば基準を満たす。 し、活躍できるよう、能力向上やキャリア形成のための支援な

どの取組の計画を策定し、これを実施していること。

７．３歳から小学校就学前の子を育てる労働者について、「育児休業に関する制度、

所定外労働の制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置又は １２. 改正くるみん認定基準１０と同一。

始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じている。

８．労働時間数について、次の①及び②を満たすこと

① フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月45時間未満

であること。

② 月平均の法定時間外労働60時間以上の労働者がいないこと。

９．次の①～③のいずれかを具体的な成果に係る目標を定めて実施していること。

① 所定外労働の削減のための措置

② 年次有給休暇の取得の促進のための措置

③ 短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他の働き方の

見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置

※必ずしも一般事業主行動計画に目標を定める必要はありません

１０．法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと

※「その他関係法令に違反する重大な事実」とは、以下の法令違反等を指します。

・労働基準法、労働安全衛生法等に違反して送検公表

・男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法で勧告

・労働保険料未納

・長時間労働等に関する重大な労働法令に違反し、是正意思なし

・労働基準関係法令の同一条項に複数回違反

・違法な長時間労働を繰り返し行う企業の経営トップに対する

都道府県労働局長による是正指導の実施に基づき企業名公表等

くるみん
認定基準

プラチナくるみん
認定基準

次世代法に基づく認定基準

「フルタイムの労働者等」とは
短時間労働者の雇用管理の改善等

に関する法律第２条に規定する短時

間労働者を除く、全ての労働者を

いいます。

宮崎労働局雇用環境・均等室

〒880—0805宮崎市橘通東3— 1一22 宮崎合同庁舎4階 TEL0985—38-8821

資料 4



資 料 5 
◆宮崎労働局における「ユースエール認定企業一覧」 

 
                                  令和２年 7 月末日現在 

認定 
件数 企 業 名 業 種 所在地 

（市町村） 
認定年月 

1 医療法人 養気会 医療業 小林市 2016 年 10 月 

２ 医療法人 浩然会 内村病院 医療業 小林市 2017 年 9 月 

３ 株式会社 都城化製 製造業 都城市 2018 年 7 月 

４ 株式会社 イーテック 製造業 宮崎市 2018 年 10 月 

５ 都城北諸地区清掃公社 サービス業 都城市 2018 年 11 月 

６ 有限会社 サンエク 建設業 宮崎市 2019 年 8 月 

７ 株式会社 吉見 製造業 日向市 2019 年 11 月 

８ 社会福祉法人 敬和会 医療業 日南市 2020 年 1 月 

９ 九州北清株式会社 サービス業 小林市 2020 年 5 月 

 
・2015 年度認定 1 件 ・2016 年度認定 4 件 ・2017 年度認定１件 
・2018 年度認定 4 件 ・2019 年度認定 3 件  ･2020 年度認定１件 
 

通算 1４件（うち現在の認定基準維持企業９件） 
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報道関係者 各位 

 

ハローワークの主要指標等の実績（令和２年５月分）について 

 

 

平成 27 年度から、ハローワークの更なる機能強化を図るため、「ハローワークの

マッチング機能に関する業務の評価・改善」の取組を全国で実施しております。 
今回、宮崎労働局の各ハローワークの主要指標等の実績（令和 2 年 5月分）を別

添資料のとおりとりまとめましたので、お知らせいたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
HP:https://jsite.mhlw.go.jp/miyazaki-roudoukyoku/ 

                                 
 

宮崎労働局発表 

令和 2 年 7 月 31 日 

【照会先】 

 

           

 

（電話）０９８５－３８－８８２３ 

宮崎労働局 

 

Press Release 

 

課        長  山本 浩一 
地方職業指導官  児玉 雅彦 

宮崎労働局職業安定部職業安定課 

※別添資料については、宮崎労働局ＨＰ上でもお知

らせしております。以下のＱＲコードからアクセ

スしてください。          



※雇用保険受給者の早期再就職件数は、基本手当の支給残日数を所定給付日数の3分の2以上残して早期に再就職した件数です。なお、当該実績については
１月遅れての公表となります。

宮崎労働局管内のハローワークにおける取組について①【主要３指標】

○ ハローワークでは、お仕事を探されている求職者の方に対する各種就職支援、また人材を確保したい地
域の企業に対する求人充足支援などを中心に様々なサービスを展開しております。

○ 各ハローワークでは、管内の特徴的を踏まえ、それぞれの課題に応じた取組を実施しております。
○ 令和２年度の各ハローワークの主要指標等の目標値及び実績値は以下のとおりです。

③雇用保険受給者の
早期再就職件数（※）

１

１．主要３指標について

年度目標 5月実績 年度累計 進捗率

安定所

①就職件数

（常用）

②充足件数

（常用、受理地ベース）

年度目標 5月実績 年度累計 進捗率 年度目標 4月実績 年度累計 進捗率

7,616件 546件 1,208件 15.9％

2,403件 145件 357件 14.9％

1,991件 143件 275件 13.8％

3,844件 291件 645件 16.8％

1,131件 69件 162件 14.3％

1,625件 107件 221件 13.6％

1,397件 102件 218件 15.6％

20,007件 1,403件 3,086件 15.4％

2,405件 166 166 6.9%

717件 28 28 3.9%

529件 43 43 8.1%

1,223件 122 122 10.0%

420件 40 40 9.5%

569件 40 40 7.0%

413件 31 31 7.5%

6,276件 470 470 7.5%

7,204件 527件 1,133件 15.7％

2,709件 165件 368件 13.6％

2,108件 147件 295件 14.0％

3,966件 302件 650件 16.4％

1,309件 87件 194件 14.8％

１,934件 118件 276件 14.3％

1,527件 115件 252件 16.5％

20,757件 1,461件 3,168件 15.3％

宮 崎

延 岡

日 向

都 城

日 南

高 鍋

小 林

宮崎労
働局計



ハローワーク宮崎

ハローワーク日向

ハローワーク宮崎

重 点 指 標 年 度 目 標 5月実績 累 計 進捗率

①生活保護受給者等
の就職件数

295件 14件 31件 10.5％

②障害者の就職件数 529件 60件 128件 24.2％

③ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代の件数
（35歳～54歳）の件数

478件 40件 77件 16.1％

④正社員求人数 19,736件 1,370件 2,994件 15.2％

⑤正社員就職件数 3,314件 261件 549件 16.6％

⑥人材不足分野の就職
件数

2,364件 210件 430件 18.2％

⑦生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

122件 15件 19件 15.6％

ハローワーク延岡

重 点 指 標 年 度 目 標 5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代の件数
（35歳～54歳）の件数 94件 2件 2件 2.1％

②正社員求人数 5,240件 477件 874件 16.7％

③正社員就職件数 1,234件 87件 198件 16.0％

④生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

60件 2件 4件 6.7％

宮崎労働局管内のハローワークにおける取組について②【各ハローワークの課題別指標】

※各ハローワーク管内の課題に応じて、ハローワーク毎に目標を設定しています。

２．各ハローワークにおける課題別の重点指標について

※重点指標の設定数・目標数値は、ハローワークの規模により異なります。

ハローワーク延岡

２



ハローワーク宮崎

ハローワーク日向
重 点 指 標 年 度 目 標 5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介に
より正社員に結びついた就職
氷河期世代（35歳～54歳）
の件数

45件 2件 4件 8.9％

②正社員求人数 2,197件 171件 316件 14.4％

③正社員就職件数 561件 37件 89件 15.9％

重 点 指 標 年 度 目 標 5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介に
より正社員に結びついた就職
氷河期世代（35歳～54歳）
の件数

67件 6件 9件 13.4％

②正社員求人件数 3,284件 216件 484件 14.7％

③正社員就職件数 786件 57件 137件 17.4％

重 点 指 標 年 度 目 標 5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹
介により正社員に結びつい
た就職氷河期世代（35歳
～54歳）の件数

57件 9件 27件 47.4％

②正社員求人件数 3,360件 265件 490件 14.6％

③正社員就職件数 804件 57件 143件 17.8％

ハローワーク日南

重 点 指 標
年 度
目 標

5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代（35歳～
54歳）の件数 244件 17件 57件 23.4％

②マザーズハローワーク 事
業における担当者制による
就職支援を受けた重点支
援対象者の就職率

93.4% 93.3％ 101.7％ －

③正社員求人数 10,148件 864件 1,644件 16.2％

④正社員就職件数 1,923件 158件 362件 18.8％

⑤生涯現役支援窓口で
の65歳以上の就職件数

81件 8件 18件 22.2％

ハローワーク日向

重 点 指 標
年 度
目 標

5月実績 累 計 進捗率

①ハローワークの職業紹介
により正社員に結びついた
就職氷河期世代（35歳～
54歳）の件数

78件 8件 21件 26.9％

②正社員求人数 3,548件 238件 561件 15.8％

③正社員就職件数 917件 60件 140件 15.3％

ハローワーク都城

３

ハローワーク日南

ハローワーク高鍋

ハローワーク小林



ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組（概要）

• 現行の取組（就職率等を指標にしたＰ
ＤＣＡサイクルによる目標管理）を拡充
し、業務の質の指標を追加。

• 地域の雇用の課題を踏まえ重点とする
業務に関する指標を追加。

• 中長期的な就職支援の強化のため、
職員の資質向上や継続的な業務改善
の取組を推進。

ＰＤＣＡサイクルによる
目標管理・業務改善の拡充

• 業務の成果や目標達成状況等を定期
的に公表

→主要指標の実績を毎月、総合評価を年度
終了後に公表

• 業務の成果や質、職員の資質向上・業
務改善の取組等の実施状況をもとにハ
ローワークの総合評価を実施。

→労働市場の状況や業務量が同程度のハ
ローワークをグループに分け、その中で
比較し評価

• ハローワークごとに実績・総合評価及び
業務改善の取組等をまとめ、労働局が
公表。

• 労働局は地方労働審議会、本省は労
働政策審議会に報告。

①評価結果等をもとに労働局・ハ
ローワークに対する問題状況の改
善指導

②改善計画を作成、本省・労働局が
重点指導（評価期間終了後）

③好事例は全国展開（評価期間終
了後）

重点的に取り組んだ事項、業務改善を

図った事項、業務改善が必要な事項、

総合評価、基本統計データ、指標ごと

の実績及び目標達成状況などを公表

• 評価結果等をもとに本省・労働局によ

る重点指導や好事例の全国展開等を

実施。

短
期
的
な
成
果
の
向
上
だ
け
で
な
く
中

長
期
的
な
業
務
の
質
向
上
・業
務
改
善

を
図
り
就
職
支
援
を
強
化

主要業務
の成果の向上

サービスの質向上
地域の課題への対応

職員の資質向上の取組

継続的な業務改善の取組等

○ ハローワークの機能強化を図るため、平成２７年度から「ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・ 改善の取組」が
スタートしました。

○ 地域の雇用の課題を踏まえた成果目標を掲げるとともに、主要指標等については、毎月実績を公表します。また、年度終了後
には、当該年度の取組の総合的な評価をハローワークごとにまとめ、公表します。

○ 労働市場の状況や業務量が同程度の全国のハローワークをグループ分けし、その中で比較・評価を行い、その後の業務改善
に活かします。

ハローワークのマッチング機能の
総合評価・利用者への公表

評価結果等に基づく
全国的な業務改善

４



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の 

行事予定（令和２年８月） 

 

 

宮崎労働局（局長 名田 裕）は、宮崎労働局及び県内各労働基準監督署・各公

共職業安定所（ハローワーク）の主要な行事予定を取りまとめました。 

取材・報道等にご活用ください。 

【照会先】 

宮崎労働局 雇用環境・均等室 

室   長   狭間 美恵 

監 理 官    中玉利 浩治 

企画・調整係   柴田 健太郎 

（代表電話）０９８５－３８－８８２１ 

（直通電話）０９８５－３８－８８２１ 

宮崎労働局 
Press Release 

宮 崎 労 働 局 発 表 
令和２年７月 31 日解禁 
 



1 土

2 日

3 月 雇用調整助成金に関する説明会 (13：30～15：30　延岡公共職業安定所　会議室）

4 火

5 水

6 木 くるみん・ユースエール認定通知書交付式（10：00～、ホテルメリージュ３階鳳凰の間）

7 金 第３回宮崎地方最低賃金審議会（15：00～、宮崎合同庁舎２階共用大会議室）（※延期の場合あり）

8 土

9 日

10 月

11 火 第３回宮崎地方最低賃金審議会（11：00～、宮崎合同庁舎２階共用大会議室）（※予備日）

12 水

13 木

14 金

15 土

16 日

17 月 雇用調整助成金に関する説明会 (13：30～15：30　都城公共職業安定所　会議室）

18 火

19 水

20 木

21 金

22 土

23 日

24 月

25 火

26 水

27 木

28 金

29 土

30 日

31 月

令和２年８月　宮崎労働局・監督署・安定所（ハローワーク）主要行事予定表

８月 主要行事（労働局・監督署・安定所）

備　　考



第４１号 GOGO!宮崎労働局 令和２年８月１日

込件数は、６月時点

で4,515件（季節調整

値）となり、前年同

月比2.8％増と、その

増え方は全国と比べ

て大きくありません。

また雇用保険被保険

者数は、６月が302,8

54人で前年同月比0.2

％微増しています。

このことは、同感

染症の影響を受け解雇等も事実発生

していますが、県内の多くの事業者

が経済的な被害を受けつつも労働者

の雇用維持に取り組んでいただいて

いる結果と考えています。

宮崎労働局では、引き続き雇用調

整助成金の迅速支給に努めてまいり

ますので、ぜひご活用をお願いいた

７月３日、令和２年度第１回宮

崎地方最低賃金審議会が開催され

ました。公・労・使の各委員参加

のもと、宮崎労働局長から審議会

会長に対し、宮崎県最低賃金改定

決定の調査審議を求める諮問書を

交付。この諮問により令和２年の

宮崎県最低賃金の改定に関する審

議が本格的にスタートしました。

発行：宮崎労働局

宮崎市橘通東3-1-22

宮崎合同庁舎

TEL：0985(38)8821

FAX：0985(38)5028

宮崎労働局助成金センターは、

７月６日、宮崎市大塚台西1-1-39

ハローワークプラザ宮崎内に移転

しました。宮崎労働局庁舎内に設

置していた時に比べ、職員を24名

（任期付き職員２名、相談員22名）

増員し、接客カウンターを１つか

ら最大８つに拡充しました。これ

はリーマンショック時最大の件数

の２～３倍（１日平均56件～84件）

程度の申請に備えることを想定し

たものです。また、支給決定まで

の期間を短縮させます。

雇用調整助成金は７月28日現在

の速報値で、2,770件を支給決定し

ています。

新型コロナウイルス感染症の影

響を受け県内の多くの産業で深刻

な経済的被害が生じており、４月

及び５月において、新規求人数が

前年同月比で大きく減少しました。

しかしながら一方で新規求職申

します。

なお、感染症の影響により休業

させられた中小企業の労働者のう

ち、休業中に賃金を受けることが

できなかった方に対し、休業支援

金のお支払いをしています。郵送

受付も開始（２面に連絡先・詳し

くは厚生労働省ＨＰを）。

同審議会では全国、宮崎県内

の経済情勢の資料等を提示。今

年は新型コロナウイルス感染症

が経済に与える影響など例年と

は異なる状況です。

その後、７月22日に開催され

た厚生労働省の中央最低賃金審

議会は、今年度の最低賃金につ

いて、地方に対し目安額を示さ

ないことなどの答申を示しました。

今後、宮崎県の最低賃金を引き

上げるかどうかは、中央最低賃金

審議会の答申のほか、地域の経済・

企業・雇用動向、労働者の最低労

働条件確保、地域間格差の縮小意

見も勘案しながら宮崎地方最低賃

金審議会で審議された上で判断さ

れることとなります。

宮崎県

雇用調整助成金

新型コロナウイルス感染症の影

響を受けた事業主に対する雇用調

整助成金について、申請数が大幅

に増え、対象となった労働者が４

万人を超えました。

４月の申請受理件数は35件でし

たが、５月が452件（1,191.4％増）、

６月が1,511件（234.3％増）と増加

しました。※数字は速報値で括弧

内は前月比（％）です。

新
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名田労働局長か

ら各受賞者に対し

て「安全衛生に関

する活動は結果が

すぐに現れるもの

ではなく、日々の

弛まない努力と指

導の成果によるも

のです。皆様方が

労働安全衛生の水

準を向上させるために、積極的に取

り組んでこられたことに深い敬意を

表します。今後も地域や同業種事業

場の模範となられるよう期待してい

ます」との言葉を贈りました。

優良賞 ①戸田・大和・矢野特定Ｊ

Ｖ宮崎市郡医師会病院等移転新築工

事②戸田・吉原・大和開発特定ＪＶ

７月1日、安全衛生に係る宮崎労

働局長表彰式を宮崎市内で開催。例

年は労働災害防止関係団体の各支部

長と各労働基準監督署長が臨席して

の表彰式ですが、今年は新型コロナ

ウイルス感染防止対策のため、受賞

者と労働局職員のみで実施。功績の

あった4事業場と個人４名に対して、

宮崎労働局長からそれぞれに対して

表彰状が授与されました。

7月21日、宮崎労働局は国と県の

公共工事発注９機関、災害防止協会

２団体に呼びかけ、建設工事関係者

連絡会議を開催しました。会議は災

害防止についての情報交換等を行う

もので、健康安全課の木村安全専門

官より「建設業の災害が前年に比べ

10％増加しています。こうした状

況を改善するため、各機関の取り組

みや工事発注状況等について積極的

に情報交換を行いましょう」と提案

し、今年も各機関を主唱者とした年

末年始建設業労働災害防止強調運動

を実施することを確認しました。

宮崎労働局は高校生や大学生等を

対象に労働法講座を実施しています。

高校生に対しては本年度11回の開

催予定で、７月15日には都城工業高

校体育館で３年生約220人を対象に

講習会を開催しました。講師の監督

課堀添労働時間管理適正化指導

員は、労働基準監督官の経験談

を交え、サービス残業や年次有

給休暇など具体的な事例を挙げ

ながら、働くときに注意してほ

しいポイントを説明。都城工業

高校では３年生の８割が就職す

ることもあり、真剣に話を聴く

様子がうかがえました。

また７月17日には宮崎国際大

学で「働くときに必要な労働関

係の法制度・政策」というテー

マで中玉利雇用環境・均等室監

理官が講義を行い、約70名が受

講しました。労働条件明示や労

働時間制度、賃金など今後の就

活の際に必要な労働法制全般に

ついて相談事例を踏まえて説明。

参加者から「労働者が自分の判

断で仕事をしている場合も残業にな

るのか」など質疑がありました。こ

れについては「黙示の命令となり残

業とみなされることが多い」と答え

るなど、学生たちも関心を持って聞

いていました。

安全衛生に係る

宮崎労働局長表彰

平成29年度宮崎県防災拠点庁舎建設

主体工事③三桜電気工業(株)日向幹

線新設工事のうち鉄塔工事・架線工

事（２工区）

奨励賞 (有)和田木材

功績賞 ①下薗浩二氏②吉川素直氏

安全衛生推進賞 ①植村恵氏②浜本

和樹氏

中小企業で休業中に賃

金（休業手当）を受けら

れなかった方に対し、当

該労働者の申請により支

援金・給付金を支給。お問い合わせ

は労働局・ハローワークではなく、

以下のコールセンターまで。

電話番号：0120-221-276

受付時間：月～金 8:30～20:00

土日祝 8:30～17:15

新型コロナウイルス感染症対応

卒 業

予定者

工事発注者等連絡会議を開く

名
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